










































































































































































































































を著 しく阻害す ることになるとい うのであ











































































































































に限定され (払い込んだ後は責任 とい うよりも
リスク),それ以外には何 らの責任を負 うこと
がない (会社法 104条)29)｡従 って,株式会社
制度では,不特定かつ多数の出資者による組織


















































































































































































































































































































































































































































































からである｣ と説明 し,｢著 しく不当｣な場合
についても,その監査は限定された事項の指摘






















































































































































































































































































































































































































































































いるが,これも必ず しも期待 どおりは機能 して
いない125)｡
(5)このようにどのような制度にも難点はあ



















かし,エンロン社 ･ワ-ノレドコム社 とい う超大
規模な倒産劇によって明るみに出た一連の不正
行為 に対処 して,2002年7月に制定 された
｢TheSarbanes一〇ⅩleyActof2002｣(サーベン























































































































































































































































































































































己否定することにな り,現在の ｢取 り締 られ役
会｣体制を固定 してしまったといわれる (岩崎前
掲注8)36頁参照)0





















法105条 1項 1号 ･2号)が認められていること
から ｢営利を目的とする｣とい う用語を用いる必
要がないからであると立法関係者による説明がな
されている (相帯哲編著 『一間-答新 ･会社法』
(商事法務,2005)25頁)0





して狭 く解する見解もある (鈴木竹雄 『新版会社
法』(弘文堂,1968)7頁参照)｡
20) 江頭前掲注19)23頁｡
21) 岩崎前掲注 8)注 (3)128-129頁参照｡なお,
同氏は,資本提供者である株主を ｢機能資本家｣













































































































































する,とい う 『利潤最大化仮説』が とられてい
る｣(今井賢一外前掲注32)93頁)など｡なお,



































































































































































































































































































になる｣ とい う理解にあるとい う (戸塚登 ｢違法








































とい う (吉井毅 ｢日本の監査役制度｣商事法務
1694号 (2004)7頁)｡
86) 片木晴彦 ｢監査役の業務監査 ･会計監査 (2)｣
民商法雑誌第103巻6号 (1991)18頁｡














































































































































明確に分離 している制度 として, ドイツの監査役





































































































































































































































































































法の特例 とすることで,証券市場 と一体 としての
公開会社制度のあり方を求めている｡
